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2008年12月中間期の市場動向 >> 商流

カタログ通販会社カタログ通販会社

サプライ販社サプライ販社

訪販会社訪販会社 量 販 店量 販 店

エンドユーザーエンドユーザー

OA系販社OA系販社メーカー系販社メーカー系販社

サプライ販社サプライ販社 当 社当 社

プリンタメーカープリンタメーカー

カタログ通販系はグリーン購入法の影響
を受けてリサイクルトナーの販売を強化してい

る。カタログ通販顧客のニーズもエコ嗜好が強

まり、リサイクルトナーの売上比率も高まって

いる。

訪販会社系は、ここ数年来、カタログ通
販に離反した顧客の奪還策として、営業担当者

が「足で稼ぐ」旧来の営業スタイルの徹底によ

り、トナーカートリッジ販売においてはカタロ

グ系販社と比較して徐々に伸長する傾向が見ら

れる。

量販店系は、店頭販売によるコンシュー
マのみならず、法人ユーザーへの販売に着手し、

訪問販売やネット販売により、法人ユーザーへ

のトナーカートリッジの販売を開始。新たな販

路としてコンシューマ依存体質から脱却を図っ

ている。

カタログ通販系はグリーン購入法の影響
を受けてリサイクルトナーの販売を強化してい

る。カタログ通販顧客のニーズもエコ嗜好が強

まり、リサイクルトナーの売上比率も高まって

いる。

訪販会社系は、ここ数年来、カタログ通
販に離反した顧客の奪還策として、営業担当者

が「足で稼ぐ」旧来の営業スタイルの徹底によ

り、トナーカートリッジ販売においてはカタロ

グ系販社と比較して徐々に伸長する傾向が見ら

れる。

量販店系は、店頭販売によるコンシュー
マのみならず、法人ユーザーへの販売に着手し、

訪問販売やネット販売により、法人ユーザーへ

のトナーカートリッジの販売を開始。新たな販

路としてコンシューマ依存体質から脱却を図っ

ている。

プリンタメーカーは傾向として、プリン
タ本体を販売している卸販社向きになっており、

サプライを主に扱っている卸・販売会社へは条

件が厳しくなりつつある。

海外では、汎用品・輸入純正品のルート確保や

数量確保が厳しくなりつつある。

プリンタメーカーは傾向として、プリン
タ本体を販売している卸販社向きになっており、

サプライを主に扱っている卸・販売会社へは条

件が厳しくなりつつある。

海外では、汎用品・輸入純正品のルート確保や

数量確保が厳しくなりつつある。
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2008年12月中間期の市場動向 >> 商材

プリンタ市場
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マーキングサプライ市場
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（億円）

モノクロトナー カラートナー FAXトナー
インクジェット ドットリボン

P CP C

モ ノ ク ロ
レ ー ザ
プ リ ン タ

モ ノ ク ロ
レ ー ザ
プ リ ン タ

カ ラ ー
レ ー ザ
プ リ ン タ

カ ラ ー
レ ー ザ
プ リ ン タ

モ ノ ク ロ
ト ナ ー
カートリッジ

モ ノ ク ロ
ト ナ ー
カートリッジ

カ ラ ー
ト ナ ー
カートリッジ

カ ラ ー
ト ナ ー
カートリッジ

低価格化の流れを受け、コンシューマ、法人需要ともに微増。
WindowsXPへのダウングレード権をつけるという販売方針をPC
メーカーが表明したことで法人需要を活性化した。

下支えする基幹向けシステム商談が安定して発生していたこと、
企業ユーザーが無理をしてカラー化をしなかった為結果的にモ
ノクロ需要が底堅かったことの２点が挙げられる。

モノクロからの買い替え需要が一巡し、何とか横ばいで推移し
ているものの、１月～３月の貯金によるものであり、４月以降
はマイナストレンドと言える。

モノクロプリンタ本体が堅調に推移したこともあり、微減傾向
にあるものの、モノクロプリンタの稼働台数の減少度合いは緩
やかな傾向となり、今後もこの傾向は続いていくものと考えら
れる。

モノクロからの買い替え需要が一巡したものの、カラープリン
タ稼働台数はまだ増加傾向であることから、対前年同期比は１
桁の伸長となった。とは言え稼働台数も今後は横ばい傾向に近
づき、緩やかな伸長に移行していくと考えられる。

（億円）

資料の出所：BNS株式会社より



Ⅱ．2008年12月中間期レビューⅡⅡ．．20082008年年1212月中間期レビュー月中間期レビュー
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2008年12月中間期レビュー

決算サマリー（連結） >>損益計算書>>要旨

マーキングサプライ事業は、

ハイブリッド単独で顧客ご

との見直しを徹底し、利益

重視の販売戦略を推進した

ことにより売上高は計画を

下回る結果となった。

マーキングサプライ事業は、

ハイブリッド単独で顧客ご

との見直しを徹底し、利益

重視の販売戦略を推進した

ことにより売上高は計画を

下回る結果となった。

その他事業は、国内では、

ラベリング用品の販売は順

調なものの、新規商材の導

入の遅れにより売上高は計

画を下回り、海外では昨年

度設立した海伯力香港の事

業立上げの遅れにより売上

高は計画を下回る結果と

なった。

その他事業は、国内では、

ラベリング用品の販売は順

調なものの、新規商材の導

入の遅れにより売上高は計

画を下回り、海外では昨年

度設立した海伯力香港の事

業立上げの遅れにより売上

高は計画を下回る結果と

なった。

△26-0△103特 別 損 益

△38

△24

15

875
2

890

625

10,227

10,757

2008年中間期

当 初 計 画

26-△28営 業 利 益

10-△55経 常 利 益

98697.0％

863

売 上 総 利 益

960
101.8％

4,450.0％
891
89

販 売 管 理 費

貸 倒 引 当 金

ー86.7％542Ⅱ その他の事業

△35-△139当 期 純 利 益

ー98.4％10,067Ⅰ マーキングサプライ事業

12,23298.4％10,585売 上 高

2007年中間期

実 績
計 画 比

2008年中間期

実 績

（単位：百万円）

863 

※当中間連結会計期間から事業の種類別セグメント情報を開示しているため、前年同期実績については記載しておりません。
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2008年12月中間期レビュー

>>貸借対照表>>要旨決算サマリー（連結）

△ 1,1087,1318,2397,992流動資産合計

△ 128197325319その他

5842,2371,6532,164たな卸資産

△ 18△ 34△ 16△ 181貸倒引当金

△ 6143,1453,7594,142売掛金
受取手形

△ 9321,5842,5161,546現金・預金

流
動
資
産

△ 1,0297,8078,8368,887資産合計

79676597894固定資産合計

△ 100△ 10000投資損失引当金

△ 71△ 126△ 55△ 55貸倒引当金

268750482627投資有価証券
その他

△ 137588236無形固定資産

△ 5768186有形固定資産

固
定
資
産

△ 7936,0636,8566,722負債合計

△ 31013281その他

0262624退職給付引当金

△ 1,6041,1002,7042,708長期借入金固
定
負
債

△ 239186425247その他流動負債

1,5992,507908908
短期借入金
１年以内返済予定
長期借入金含む

△ 5462,2322,7782,552支払手形
買掛金流

動
負
債

△ 1,0297,8078,8368,887負債純資産合計

△ 2351,7441,9792,164純資産合計

△ 41△ 734130評価・換算差額等

△ 1941,1051,2991,388利益剰余金

0△ 349△ 349△ 349自己株式

0995995995資本金
資本剰余金

株
主
資
本

資

産

の

部

増減今中間期前期末前中間期 増減今中間期前期末前中間期（単位：百万円）
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2008年12月中間期レビュー

決算サマリー（単独） >>損益計算書>>要旨

△25-0△102特 別 損 益

△4

△1

18

731
2

750

1, 094

2,231

3,113

3,784

10,224

2008年中間期

当 初 計 画

31-△32営 業 利 益

49-△41経 常 利 益

88799.2％744売 上 総 利 益

856
106.3％

4,450.0％
777
89

販 売 管 理 費

貸 倒 引 当 金

3,65594.1％2,929Ⅱ カラートナー

2,573101.2％2,257Ⅲ ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄｶｰﾄﾘｯｼﾞ

1,203109.5％1,198Ⅳ ＭＲＯ・その他

15-△113当 期 純 利 益

4,40197.2％3,678Ⅰ モノクロトナー

11,83398.4％10,064売 上 高

2007年中間期

実 績
計 画 比

2008年中間期

実 績

（単位：百万円）

従来以上にローコストオペレ

ーションを推進したことによ

り、コスト削減の効果が見ら

れるが、会計処理面において、

取引先の個別の財政状態及び

経営成績について、保守的に

再度見直しを行い、一部の営

業債権において貸倒引当金を

計上した。また、投資有価証

券（匿名組合出資金：不動産

ファンド）の評価の見直しを

行い、投資損失引当金を特別

損失として計上した。

従来以上にローコストオペレ

ーションを推進したことによ

り、コスト削減の効果が見ら

れるが、会計処理面において、

取引先の個別の財政状態及び

経営成績について、保守的に

再度見直しを行い、一部の営

業債権において貸倒引当金を

計上した。また、投資有価証

券（匿名組合出資金：不動産

ファンド）の評価の見直しを

行い、投資損失引当金を特別

損失として計上した。

安価販売を回避し、利益重視

の販売戦略を推進した結果、

売上計画には未達であったも

のの、売上総利益率はわずか

ながら計画を上回る実績と

なった。

安価販売を回避し、利益重視

の販売戦略を推進した結果、

売上計画には未達であったも

のの、売上総利益率はわずか

ながら計画を上回る実績と

なった。
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事業別売上高 >>08年計画～08年実績

2008年12月中間期レビュー

（単位：百万円）

モノクロトナー

カラートナー

インクジェット

ＭＲＯその他

392

2,231
2,257

2,929
3,113

3,784
3,678

2,000

150

08年中間期実績

08年中間期計画
1,201

1,099

1,000 3,000 4,000 5,000

200 400 600 800 1,000

マーキングサプライ事業
マーキングサプライ事業

その他の事業
その他の事業

国内における売上

海外における売上 223

402

08年中間期実績

08年中間期計画

（単位：百万円）
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2008年12月中間期レビュー

売上高及び粗利率の推移

（単位：百万円）

10,58523,159 24,901 23,978

8.3%
8.8%

7.7% 8.2%

0

5,000

10,000
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25,000
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2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

売上高 粗利率

ハイブリッド単独での利益重視への販売戦略の転換により売上高は減少した
ものの、子会社の健闘含め粗利率は改善傾向へ

ハイブリッド単独での利益重視への販売戦略の転換により売上高は減少した
ものの、子会社の健闘含め粗利率は改善傾向へ
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2008年12月中間期レビュー

特殊要因 >>貸倒引当金・投資損失引当金の計上

±0

営業
損失

営業外費用

特別
損失

当期
純損失

経常
損失

投資有価証券（匿名組合出資金：不動産フ
ァンド）において、評価の見直しを実施した結
果、米国サブプライム問題に端を発した不動
産市況の悪化により出資金が返還されない
可能性が高いと判断し、投資損失引当金繰
入額100百万円を計上

投資有価証券（匿名組合出資金：不動産フ
ァンド）において、評価の見直しを実施した結
果、米国サブプライム問題に端を発した不動
産市況の悪化により出資金が返還されない
可能性が高いと判断し、投資損失引当金繰
入額100百万円を計上

貸倒懸念債権について充分に精査
をした結果、営業債権に対する貸倒
引当金を大幅に積み増し、貸倒引
当金繰入額として89百万円を計上

貸倒懸念債権について充分に精査
をした結果、営業債権に対する貸倒
引当金を大幅に積み増し、貸倒引
当金繰入額として89百万円を計上

売上
総利益

販管費

±0貸倒
引当金
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2008年12月中間期の取組み
2008年12月中間期レビュー

M R O 商 材M R O 商 材

発注管理ASP発注管理ASP

地方の強化地方の強化

量販店向け商材量販店向け商材

オフィスに限らず、工場・作業現場、医療現場などで使用する様々な消耗品
オフィスに限らず、工場・作業現場、医療現場などで使用する様々な消耗品

店頭販売向け商材として、SDカード、マイクロSDカード、USBメモリなど
PC周りの商材

店頭販売向け商材として、SDカード、マイクロSDカード、USBメモリなど
PC周りの商材

販社が在庫レスの販売に特化できる、発注管理ASPサービスの開発
販社が在庫レスの販売に特化できる、発注管理ASPサービスの開発

東京、大阪など大都市圏から、競争の比較的厳しくない地方都市への
新規開拓ターゲットのシフト

東京、大阪など大都市圏から、競争の比較的厳しくない地方都市への
新規開拓ターゲットのシフト

異業種開拓異業種開拓 従来の事務機商からホームセンター、量販店、給茶機ベンダー等の異業種
へ新たな販路を開拓

従来の事務機商からホームセンター、量販店、給茶機ベンダー等の異業種
へ新たな販路を開拓

販路拡大販路拡大 既存ルート（通販・訪販・量販）に加えFTCグループ各社ならびにFTC競合
会社へのプリンタ等ハードウェアの拡販（新商材の提供）

既存ルート（通販・訪販・量販）に加えFTCグループ各社ならびにFTC競合
会社へのプリンタ等ハードウェアの拡販（新商材の提供）

新商材発掘新商材発掘 FTCグループ各社が抱える豊富なユーザーからの顧客ニーズの収集を通じて
新商材の発掘に結びつける（例）定期的な情報連絡会の実施など

FTCグループ各社が抱える豊富なユーザーからの顧客ニーズの収集を通じて
新商材の発掘に結びつける（例）定期的な情報連絡会の実施など

>>新商材

>>新サービス

>>新規開拓

>>親会社
との取組み



Ⅲ．2008年12月通期計画ⅢⅢ．．20082008年年1212月通期計画月通期計画
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2008年度 通期（連結）業績計画

（単位：百万円）

△96△7564△139当 期 純 利 益

－△27△1030△103特 別 損 益

87.5%484297△55経 常 利 益

80.9%11089117△28営 業 利 益

－089089貸 倒 引 当 金

103.7%1,7241,787895891販 売 管 理 費

102.3%1,8341,8771,013863売 上 総 利 益

－－1,373866542Ⅱ その他の事業

－－21,57511,30610,067Ⅰ マーキングサプライ事業

93.5%23,97822,42311,83710,585売 上 高

通期実績通期計画下期計画上期実績
前年同期比

2007年12月期2008年12月期2008年12月期2008年12月期

※当中間連結会計期間から事業の種類別セグメント情報を開示しているため、前年同期実績については記載しておりません。

－

△103
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2008年度 通期（単独）業績計画

（単位：百万円）

－△100△8231△113当 期 純 利 益

－0特 別 損 益

8.8%1251153△41経 常 利 益

40.8%1305385△32営 業 利 益

－089089貸 倒 引 当 金

101.9%1,4891,517740777販 売 管 理 費

96.9%1,6201,570825744売 上 総 利 益

98.3%2,4752,4321,2341,198Ⅳ その他

92.7%5,6055,1942,9362,257Ⅲ ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄｶｰﾄﾘｯｼﾞ

88.7%6,7095,9523,0222,929Ⅱ カラートナー

91.8%8,3047,6203,9413,678Ⅰ モノクロトナー

91.8%23,09421,20011,13510,064売 上 高

通期実績通期計画下期計画上期実績
前年同期比

2007年12月期2008年12月期2008年12月期2008年12月期

△102 △102 △144



Ⅳ．今後の事業戦略ⅣⅣ．今後の事業戦略．今後の事業戦略
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事業ドメイン・基本戦略

�成長の実現
マーキングサプライ市場からＭＲＯ商材を中心

としたオフィス用品市場へ事業領域を拡大

�商社機能の充実
ＭＲＯ商材を中心としたオフィス用品の

総合商社への進化

�収益力の強化
中国子会社含めたグローバルネットワーク体制

の構築により、仕入力・商品開発力を強化

�成長の実現
マーキングサプライ市場からＭＲＯ商材を中心

としたオフィス用品市場へ事業領域を拡大

�商社機能の充実
ＭＲＯ商材を中心としたオフィス用品の

総合商社への進化

�収益力の強化
中国子会社含めたグローバルネットワーク体制

の構築により、仕入力・商品開発力を強化

ＭＲＯ商材を中心としたオフィスニーズに

対応するソリューションカンパニーの実現！

ＭＲＯ商材を中心としたオフィスニーズに

対応するソリューションカンパニーの実現！

事
業
ド
メ
イ
ン

事
業
ド
メ
イ
ン

基

本

戦

略

基

本

戦

略
マーキング
サプライ市場

オフィス用品市場

MRO商材市場
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ロードマップ （2008年12月期～2010年12月期）

Th
ird

St
ag

e

Se
co

nd
Sta

ge

First
Stage

全ての見直し・新体制でのスタート

新商材の取扱検討・事業性の検証 システム・倉庫などのインフラ提供体制の確立 販売チャネルの拡大・あらゆるオフィスニーズに対応

ＭＲＯ商材を中心としたオフィス用品市場へ事業拡大 子会社の機能拡大・機能化 収益が高いビジネスへのシフト

高粗利へ

既存事業であるマーキング・サプライ事業はもちろんのこと、新たなる
商材への取組み・新事業の展開を図り、グループ子会社を含め、情報・
物流・人材・在庫等を最適化することで高収益体制を構築します。

既存事業であるマーキング・サプライ事業はもちろんのこと、新たなる
商材への取組み・新事業の展開を図り、グループ子会社を含め、情報・
物流・人材・在庫等を最適化することで高収益体制を構築します。

事業基盤の確立 高収益体質への転換

安心
安心

安全
安全

利便性
利便性

環境
環境

オフィスの安心・安全・利便性を意
識し様々な商品の提供を幅広く展開。
さらに環境をキーワードに顧客ニー
ズに対応した商材・商品の調達・提
供を実施していく。

オフィスの安心・安全・利便性を意
識し様々な商品の提供を幅広く展開。
さらに環境をキーワードに顧客ニー
ズに対応した商材・商品の調達・提
供を実施していく。

１年 ～２年 ～３年
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I R 窓 口

注意事項

・この資料には、ハイブリッド・サービスの将来についての計画や戦略、業績に関する予想及び見通しの記述が含まれています。

・これらの記述は過去の事実ではなく、当社が現時点で把握可能な情報から判断した仮定及び所信にもとづく見込です。

・また経済動向、市場需要、為替変動、税制や諸制度等に関わるリスクや不確実性も含んでおります。実際の業績は当社の見込とは異なることもあります。

>>所在地

〒101-0051

東京都千代田区神田神保町２丁目２番地 共同ビル５F

担当：経営企画部

Tel : 03-3512-2813

Fax : 03-3262-6299

Mail : ir@hbd.co.jp


